声明　
　大軍拡・改憲、悪政推進の高市極右政権ＮＯ！憲法を守り・いかす国民的な運動で包囲しよう
　開会中の臨時国会で高市早苗首相が参院で24日、初めての所信表明演説を行った。高市氏は、「世界の真ん中で咲き誇る日本外交を取り戻す」と安倍元首相のフレーズを引用して「日米同盟は日本の外交・安全保障政策の基軸」と強調した。外交・防衛、憲法改正、経済政策等で、安倍政治の継承・復活を目指し、さらに排外主義、そして裏金問題、消費税減税は語らない「最悪の政権による悪政推進の宣言」の所信表明である。
安全保障関連の３文書「国家安全保障戦略」「国家防衛戦略」「防衛整備計画」を2026年末までに前倒しで改定し、27年度に軍事費をGDP比2%は今年度中に実施すると明言した。ＧＤＰ比3.5％への増額というトランプ米政権の要求に応えようとするものに他ならない。
　憲法改正について、「私が総理として在任している間に国会による発議を実現していただくため、憲法審査会における党派を超えた建設的な議論が加速するとともに、国民の皆様の間での積極的な議論が深まっていくことを期待」すると表明した。維新との連立合意文書では、自民・維新両党や憲法審査会に条文起草委員会を設置するなど踏み込んでいる。
　さらに、来年の通常国会で旧姓の通称使用法制化法案の成立を目指すと、国民の7割近くが賛成を占めす選択的夫婦別姓には反対姿勢を示した。また、OTC類似薬を含む薬剤自己負担の見直し、「病床の適正化」等社会保障の切り捨て姿勢を鮮明にした。一方で、裏金の解明、物価高への対応では、国民が求める消費税減税にも全く触れていない。「外国人政策」ではあえて「排外主義とは一線を画しつつ」と記載し、政府の司令塔機能を強化するとしている。
　所信表明直後、28日の日米首脳会談が開催され、首相は安倍首相の後継者であると自任し、「日米同盟の新たな黄金時代をともに作り上げたい」「主体的に防衛力を強化し、防衛費の増額に引き続き取り組んでいく」と述べ、トランプ氏も「日本は最も重要な同盟国」「日本にとって必要な時は、いつでも助けになる」と応じた。首相は国連憲章・国際法に基づく国際秩序を平気で踏みにじるトランプ大統領につき従い、さらなる大軍拡に突き進むことを表明した。
　このような最悪の反動的方針を打ち出した高市政権は、もろさと弱さを持っていることを見抜くことが重要である。自民党は国民から見放され過半数割れをきたした勢力であり、首相は勇ましく防衛費の大増額を語ったが、その財源をどう確保するかなど展望が見えない。そして、最悪の暴走高市政権とあらゆる国民各層・分野で矛盾の広がりはさけられない。とりわけ、憲法を蹂躙し続けてきた自民党政治の破たんは鮮明となり、憲法の実現めざす国民各層・分野のたたかいこそが自民党政治を追い詰め終わらせる現実的力となる。
　憲法会議は、大軍拡推進、憲法改正、大企業優先、社会保障削減、一方で裏金・消費税を語らない高市政権のもとで現実となりつつある「戦争か平和かの歴史的岐路」に対し、国民的・民主的共同の一員として、まずは比例定数削減反対の「一点」での幅広い共同等を呼びかけるなど、徹底してたたかう決意である。
　　　　　　　　　　　　　2025年10月29日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　憲法会議（憲法改悪阻止各界連絡会議）
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